
幸田町特産品創出等支援事業補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、特産品の創出、改良及び普及のため、予算の範囲内において、幸田町特

産品創出等支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、新たな特産

品の創出及び既存の特産品の質の向上等を促進し、もって地域の活性化及び地場産業の振興

に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「ふるさと寄附金」とは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第３７条の２第１項及び第３１４条の７第１項に規定する特例控除対象寄附金のうち、町に

対するものをいう。 

２ この要綱において「特産品」とは、町の魅力の発信につながると町長が認める物品、役務

その他これらに類するものであって、地方税法第３７条の２第２項及び第３１４条の７第２

項の規定に基づき、ふるさと寄附金の受領に伴い当該ふるさと寄附金を支出した者に対して

町が提供することを見込むものをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号に掲げる

いずれにも該当する者とする。 

⑴ 町税の滞納がないこと。ただし、法人にあっては、法人及びその代表者の町税の滞納が

ないこと。 

⑵ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員（同条第６号に規定する暴力団員をい

う。）又はこれらの者と関係を有しない者 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げるも

のとする。 

⑴ 特産品の開発、改良（特産品の質を向上させ、その価値が増大すると町長が認めるもの

に限る。）又は生産強化（特産品の提供上限数の増加又は納入期限の短縮を目的とするも

のに限る。） 

⑵ 特産品の包装その他のパッケージの改良 

（補助対象経費、補助率等） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）、補助率等は、別

表に定めるところによる。 

（補助金の交付の申請） 

第６条 補助金の交付の申請をしようとする者は、町長が定める日までに、幸田町特産品創出

等支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添え、町長に提出しなけれ

ばならない。 

⑴ 事業計画書（様式第２号） 

⑵ 見積書等（見込みの補助対象経費の内訳を確認できる書類に限る。） 



⑶ 前２号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

（補助金の交付の決定） 

第７条 町長は、補助金の交付の申請があったときは、その内容を審査し、補助金を交付すべ

きものと認めたときは、補助金の交付の決定をする。この場合において、町長は、補助金の

交付の目的を達成するために必要な条件を付することができる。 

（交付又は不交付の決定の通知） 

第８条 町長は、補助金の交付の決定をしたときは、その決定の内容及びこれに条件を付した

場合にはその条件を、幸田町特産品創出等支援事業補助金交付（不交付）決定通知書（様式

第３号。次項において「決定通知書」という。）により当該補助金の交付の申請をした者に

通知する。 

２ 前条の規定により審査した場合であって補助金を交付すべきものと認められないときは、

その旨及びその理由を、決定通知書により当該補助金の申請をした者に対し通知する。 

（補助金の交付の決定前における補助対象事業への着手） 

第９条 町長は、第７条の規定による補助金の交付の決定前に補助対象事業に着手した者につ

いては、補助金を交付しない。 

（補助対象事業の変更） 

第１０条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、当該決定を受 

けた補助対象事業の内容の変更（中止及び廃止を含む。以下同じ。）をしようとするときは、 

幸田町特産品創出等支援事業補助金変更交付申請書（様式第４号）を町長に提出し、その承

認を受けなければならない。 

（補助対象事業の変更の決定） 

第１１条 町長は、前条の承認の申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付の決

定の内容を変更することを適当と認めたときは、補助金の変更交付を決定し、幸田町特産品

創出等支援事業補助金変更交付（不交付）等決定通知書（様式第５号。次項において「変更

決定通知書」という。）により当該申請者に通知する。 

２ 前項の規定により審査した場合であって補助金の交付の決定の内容を変更することを不適

当と認めたときは、その旨及びその理由を、変更決定通知書により当該変更の承認の申請を

した者に対し通知する。 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、幸田町特産品創出等支援事業実績

報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添え、当該完了の日から起算して３０日を経過し 

た日又は補助金の交付の決定のあった日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに、 

町長に提出しなければならない。 

⑴ 領収書等（補助対象経費の内訳を確認できる書類に限る。） 

⑵ 完成写真 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定等） 

第１３条 町長は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容を審査し、補助金の交付



の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確

定し、幸田町特産品創出等支援事業補助金確定通知書（様式第７号）により補助事業者に通

知する。 

（是正の措置） 

第１４条 町長は、第１２条の規定による報告を受けた場合において、当該報告に係る補助対

象事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるとき

は、当該補助対象事業につき、これに適合させるための措置をとるべきことを補助事業者に

対して命ずることができる。 

２ 第１２条の規定は、前項の規定による命令に従って行う補助対象事業について準用する。 

（補助金の請求及び交付） 

第１５条 補助事業者は、第１３条の規定による通知を受けたときは、町長に請求書を提出し

なければならない。 

２ 町長は、前項の規定により請求を受けたときは、補助金を交付する。 

（決定の取消し） 

第１６条 町長は、補助金の交付の決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、

補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ 第３条に規定する要件に該当しないことが明らかになったとき。 

⑵ 偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

⑶ 法令又はこの要綱若しくはこの要綱の規定により付した条件に違反したとき。 

⑷ 前３号に掲げる場合のほか、町長が補助金の交付を不適当と認めたとき。 

（補助金の返還） 

第１７条 町長は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合において、当該取消

しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ず

ることができる。 

（財産の処分の制限） 

第１８条 補助事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産を、町長の承

認を受けないで、補助金の交付の目的に反してこれを使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

廃棄し、又は担保に供してはならない。ただし、別表の１の項に係る補助金の交付を受けた

財産にあっては当該交付を受けた日から起算して５年を経過したとき、同表の２の項に係る

補助金の交付を受けた財産にあっては当該交付を受けた日から起算して２年を経過したとき

は、この限りでない。 

（雑則） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定め

る。 

附 則 

この要綱は、令和６年２月１日から施行する。 

別表（第５条、第１８条関係） 

項 補助対象経費 補助率 補助上限額 補助要件 



１ 工場、作業所等の建物（

以下「建物」という。）

の取得、増改築又は改装

賃借した建物の増改築又

は改装に要する費用 

２分の１ ２５０万円 補助金の交付の申請をする日

の属する年度又はその前年度

における補助対象者の提供す

る特産品を希望するふるさと

寄附（補助対象者の代表者、

役員、従業員及びこれらの者

の３親等内の親族によるもの

を除く。）が２５万円以上あ

ること。 

建物の附帯設備の取得に

要する費用 

機械設備（土地、建物そ

の他の工作物に附属して

容易に移動することがで

きないものに限る。以下

この表において同じ。）

の取得又は設置に要する

費用 

２ 備品（機械設備以外の物

品をいう。）の購入に要

する費用 

２分の１ ５０万円 補助金の交付の申請をする日

の属する年度又はその前年度

における補助対象者の提供す

る特産品を希望するふるさと

寄附（補助対象者の代表者、

役員、従業員及びこれらの者

の３親等内の親族によるもの

を除く。）が５万円以上ある

こと。 

委託費 

外部評価費 

備考 

１ 補助金の交付の申請は、１年度に１回を限度とし、１の項又は２の項に掲げる補助対

象経費のいずれかについてのみ行うことができる。 

２ 土地の購入費又は造成費、人件費、印紙税、登録免許税、不動産取得税、固定資産税

及び官公署に支払う手数料は、補助対象経費とすることができない。 

３ 国、県若しくは市町村又は他の団体等から他の補助金を受けるときは、その金額を補

助対象経費から控除して得た額をもって補助対象経費とする。 

４ 補助対象経費が１０万円未満であるときは、補助金の交付の対象外とする。 

５ 補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

６ 補助要件を達成する見込みがあるときは、補助金の交付申請をすることができる。た

だし、達成することができなかったときは、補助金の交付を受けることができない。 


